
第一号第一様式（第十七条第四項関係）

法人名：社会福祉法人　至　愛　協　会 （単位：円）

予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考

事業活動による収支
収　入

保育事業収入 1,178,497,240 1,180,929,781 2,432,541△        
借入金利息補助金収入 495,000 542,425 47,425△           
経常経費寄附金収入 40,000 40,000 0
受取利息配当金収入 108,000 226,669 118,669△          
その他の収入 16,044,470 16,197,650 153,180△          

事業活動収入計(1) 1,195,184,710 1,197,936,525 2,751,815△        
支　出

人件費支出 994,876,701 990,679,410 4,197,291
事業費支出 92,173,800 89,638,382 2,535,418
事務費支出 63,356,720 62,055,043 1,301,677
支払利息支出 715,000 710,395 4,605
その他の支出 13,720,030 13,805,895 85,865△           
流動資産評価損等による資金減少額 0 0 0

事業活動支出計(2) 1,164,842,251 1,156,889,125 7,953,126
事業活動資金収支差額 (3=1-2) 30,342,459 41,047,400 10,704,941△       

施設整備等による収支
収　入

施設整備等補助金収入 274,000 427,000 153,000△          
施設整備等寄附金収入 0 0 0
設備資金借入金収入 0 0 0
固定資産売却収入 0 0 0
その他の施設整備等による収入 0 0 0

施設整備等収入計(4) 274,000 427,000 153,000△          
支　出

設備資金借入金元金償還支出 8,480,000 8,480,000 0
固定資産取得支出 19,538,000 18,936,864 601,136
固定資産除却・廃棄支出 0 0 0
ファイナンス・リース債務の返済支出 498,960 498,960 0
その他の施設整備等による支出 0 0 0

施設整備等支出計(5) 28,516,960 27,915,824 601,136
施設整備等資金収支差額(6=4-5) 28,242,960△       27,488,824△       754,136△          

その他の活動による収支
収　入

長期運営資金借入金元金償還寄附金収入 0 0 0
長期運営資金借入金収入 0 0 0
積立資産取崩収入 8,522,380 8,186,740 335,640
その他の活動による収入 166,500 166,415 85

その他の活動収入計(7) 8,688,880 8,353,155 335,725
支　出

長期運営資金借入金元金償還支出 0 0 0
積立資産支出 14,306,900 14,304,140 2,760
その他の活動による支出 4,810,000 6,577,710 1,767,710△        

その他の活動支出計(8) 19,116,900 20,881,850 1,764,950△        
その他の活動資金収支差額 (9=7-8) 10,428,020△       12,528,695△       2,100,675

予備費支出(10) 12,000,000 7,600,000
4,400,000△        

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10) 15,928,521△       1,029,881 16,958,402△       

前期末支払資金残高(12) 379,513,675 379,513,675 0
当期末支払資金残高(11+12) 363,585,154 380,543,556 16,958,402△       

(注)1.予備費支出のうち815,000円を人件費支出、1,611,000円を事業費支出、1,873,000円を事務費支出、101,000円を積立資産支出に
　　流用している。

法人単位資金収支計算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日

勘定科目



第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

法人名：社会福祉法人　至　愛　協　会 （単位：円）

当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

サービス活動増減の部
収　益

保育事業収益 1,180,929,781 1,130,185,145 50,744,636
経常経費寄附金収益 40,000 40,000 0
その他の収益 1,616,040 2,699,100 1,083,060△        

サービス活動収益計(1) 1,182,585,821 1,132,924,245 49,661,576
費　用

人件費 993,457,351 928,759,506 64,697,845
事業費 89,638,382 86,425,834 3,212,548
事務費 59,943,223 64,518,580 4,575,357△        
減価償却費 43,733,110 46,066,847 2,333,737△        
国庫補助金等特別積立金取崩額 18,911,308△       19,648,620△       737,312

サービス活動費用計(2) 1,167,860,758 1,106,122,147 61,738,611
サービス活動増減差額(3=1-2) 14,725,063 26,802,098 12,077,035△       

サービス活動外増減の部
収　益

借入金利息補助金収益 542,425 541,626 799
受取利息配当金収益 226,669 10,591 216,078
その他のサービス活動外収益 14,581,610 14,293,338 288,272

サービス活動外収益計(4) 15,350,704 14,845,555 505,149
費　用

支払利息 739,092 761,625 22,533△           
その他のサービス活動外費用 13,805,895 13,586,282 219,613

サービス活動外費用計(5) 14,544,987 14,347,907 197,080
サービス活動外増減差額(6=4-5) 805,717 497,648 308,069

経常増減差額(7=3+6) 15,530,780 27,299,746 11,768,966△       
特別増減の部

収　益
施設整備等補助金収益 427,000 6,779,280 6,352,280△        
施設整備等寄附金収益 0 0 0
長期運営資金借入金元金償還寄附金収益 0 0 0
固定資産受贈額 0 0 0
固定資産売却益 0 0 0
その他の特別収益 166,415 132,130 34,285

特別収益計(8) 593,415 6,911,410 6,317,995△        
費　用

基本金組入額 0 0 0
資産評価損 0 0 0
固定資産売却損・処分損 16,789 4,363,379 4,346,590△        
国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等） 4△               1△               3△               
国庫補助金等特別積立金積立額 427,000 6,779,280 6,352,280△        
その他の特別損失 6,577,710 889,747 5,687,963

特別費用計(9) 7,021,495 12,032,405 5,010,910△        
特別増減差額(10=8-9) 6,428,080△        5,120,995△        1,307,085△        

当期活動増減差額(11=7+10) 9,102,700 22,178,751 13,076,051△       
繰越活動増減差額の部

前期繰越活動増減差額(12) 619,758,057 607,579,306 12,178,751
当期末繰越活動増減差額(13=11+12) 628,860,757 629,758,057 897,300△          
基本金取崩額(14) 0 0 0
その他の積立金取崩額(15) 3,000,000 0 3,000,000
その他の積立金積立額(16) 7,000,000 10,000,000 3,000,000△        
次期繰越活動増減差額(17=13+14+15-16) 624,860,757 619,758,057 5,102,700

法人単位事業活動計算書
(自)令和 6年 4月 1日　(至)令和 7年 3月31日

勘定科目



第三号第一様式（第二十七条第四項関係）

法人名：社会福祉法人　至　愛　協　会 （単位：円）

  当 年 度 末   前 年 度 末    増    減   当 年 度 末   前 年 度 末    増    減

流動資産 458,009,436 459,532,491 1,523,055△  流動負債 131,436,359 133,580,164 2,143,805△  
　現金預金 390,367,098 420,392,620 30,025,522△  　短期運営資金借入金 0 0 0
　事業未収金 53,792,085 24,096,504 29,695,581 　事業未払金 13,237,844 17,313,926 4,076,082△  
　未収金 635,234 520,680 114,554 　その他の未払金 9,990,000 7,930,585 2,059,415
　未収補助金 10,311,101 12,010,324 1,699,223△  　役員等短期借入金 0 0 0
　立替金 74,710 148,940 74,230△  　１年以内返済予定設備資金借入金 8,480,000 8,480,000 0
　前払金 0 0 0 　１年以内返済予定リース債務 498,960 498,960 0
　前払費用 2,414,869 2,250,745 164,124 　未払費用 32,831,119 34,196,051 1,364,932△  
　仮払金 0 0 0 　預り金 0 0 0
　その他の流動資産 414,339 112,678 301,661 　職員預り金 19,660,094 19,286,860 373,234

　前受金 0 0 0
　前受収益 0 13,200 13,200△  
　仮受金 0 0 0
　賞与引当金 46,491,912 45,831,371 660,541
　その他の流動負債 246,430 29,211 217,219

固定資産 1,128,415,845 1,145,927,507 17,511,662△  固定負債 131,763,092 139,272,392 7,509,300△  
基本財産 615,867,226 640,761,091 24,893,865△  　設備資金借入金 45,994,000 54,474,000 8,480,000△  
　土　　地 79,816,714 79,816,714 0 リース債務 498,960 997,920 498,960△  
　建　　物 536,050,512 560,944,377 24,893,865△  長期運営資金借入金 0 0 0

退職給付引当金 81,988,132 80,619,472 1,368,660
その他の固定資産 512,548,619 505,166,416 7,382,203 役員退職慰労引当金 3,282,000 3,181,000 101,000
　土地 0 0 0 その他の固定負債 0 0 0
　建物 3,496,998 3,860,132 363,134△  
　構築物 23,389,441 16,188,216 7,201,225 負 債 の 部 合 計 263,199,451 272,852,556 9,653,105△  
　機械及び装置 6,625,160 7,910,046 1,284,886△  
　車輌運搬具 186,154 4 186,150 基本金 9,002,000 9,002,000 0
　器具及び備品 25,536,219 29,849,479 4,313,260△  国庫補助金等特別積立金 326,963,073 345,447,385 18,484,312△  
　建設仮勘定 0 0 0 その他の積立金 362,400,000 358,400,000 4,000,000
　有形リース資産 997,920 1,496,880 498,960△  　人件費積立金 146,400,000 146,400,000 0
　権利 656,000 656,000 0 　保育所施設・設備整備積立金 175,000,000 171,000,000 4,000,000
ソフトウェア 334,950 1,181,255 846,305△  　建設積立金(本部) 3,000,000 3,000,000 0
退職給付引当資産 81,988,132 80,619,472 1,368,660 　修繕積立金(本部) 1,000,000 1,000,000 0
役員退職慰労引当資産 3,282,000 3,181,000 101,000 　人件費積立金(学童) 33,000,000 33,000,000 0
人件費積立資産 146,400,000 146,400,000 0 　施設整備費積立金(学童) 4,000,000 4,000,000 0
保育所施設・設備整備積立資産 175,000,000 171,000,000 4,000,000 次期繰越活動増減差額 624,860,757 619,758,057 5,102,700
建設積立資産(本部) 3,000,000 3,000,000 0 　(うち当期活動増減差額) 9,102,700 22,178,751 13,076,051△  
修繕積立資産(本部) 1,000,000 1,000,000 0
人件費積立資産(学童) 33,000,000 33,000,000 0
施設整備費積立資産(学童) 4,000,000 4,000,000 0
差入保証金 601,364 601,364 0
長期前払費用 3,044,281 1,212,568 1,831,713
その他の固定資産 10,000 10,000 0

純 資 産 の 部 合 計 1,323,225,830 1,332,607,442 9,381,612△  
資 産 の 部 合 計 1,586,425,281 1,605,459,998 19,034,717△  負債及び純資産の部合計 1,586,425,281 1,605,459,998 19,034,717△  

法人単位貸借対照表
令和 7年 3月31日現在

資    産    の    部 負    債    の    部

純    資    産    の    部



別紙 1 

計算書類に対する注記 

1．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当法人は、定額法による減価償却を実施している。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

当法人は、定額法による減価償却を実施している。

③ リース資産

当法人は、ファイナンス・リース取引にかかるリース資産について定額法による減

価償却を実施している。 

（２）徴収不能引当金の計上基準 

当法人は、債権の徴収不能による損失に備えるため、一般債権について徴収不能実績

率により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上している。 

（３）賞与引当金の計上基準 

当法人は、決算日後最初に支給する賞与の支払いに備えるため、当該支給予定額のう

ち、当年度に帰属する期間に相当する金額を賞与引当金に計上している。 

（４）退職給付引当金の計上基準 

① 独立行政法人福祉医療機構の退職共済制度加入者に対する退職給付引当金

当法人は、毎期規約に基づき掛金として支払った金額を退職給付費用及び退職給付

支出に計上しており、支払額と費用計上額を調整するための引当金を計上していない。 

② 東京都社会福祉協議会の退職共済制度加入者に対する退職給付引当金

当法人は、期末在籍者に係る掛金累計額を退職給付引当資産に計上すると共に、同

額を退職給付引当金に計上している。 

（５）役員退職慰労引当金の計上基準 

当法人は、役員及び評議員の退任手当の支払いに備えるために、期末時の在任期間

に応じた要支給額を役員退職慰労引当金に計上している。 

（６）国庫補助金等特別積立金の設定と取崩について 

当法人は、「社会福祉法人会計基準」（平成 28 年 3 月 31 日厚生労働省令第 79 号、最

終改正令和 3 年 11 月 12 日厚生労働省令第 176 号、以下「会計基準省令」という。）に
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基づき、施設・設備整備に対して国庫補助金等の交付を受けている場合には、当該資産

部分に相当する金額を国庫補助金等特別積立金として純資産の部に計上し、当該資産部

分の費用化に伴い、取崩を実施している。 

（７）消費税の取扱い 

当法人は、消費税等の会計処理として、税込方式によっている。 

2．重要な会計方針の変更 

該当する事項はない。 

3．法人で採用する退職給付制度 

当法人は、職員（注）の退職金の支給に備えるため、独立行政法人福祉医療機構が運営す

る社会福祉施設職員等退職手当共済法に基づく退職手当共済制度及び東京都社会福祉協議

会が定款第２条第 14 号に基づき運営する「東京都社会福祉協議会従事者共済会」に加入し

ている。 

（注）就業規則第三条に規定する職員 

4．法人が作成する計算書類並びに拠点区分及びサービス区分 

当法人は、(４）に記載する主として社会福祉事業を実施する拠点区分のみを運営してい

るため、(１)～(３)に記す計算書類を作成するものである。 

（１）法人単位計算書類(会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様

式) 

（２）社会福祉事業区分における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二

号第三様式、第三号第三様式) 

（３）拠点区分の計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四

様式） 

（４）当法人が運営する社会福祉事業区分における各拠点区分と当該拠点区分において

実施するサービス区分の内容 

ア 本部拠点（社会福祉事業）

イ ゆりのき保育園拠点（社会福祉事業）

ウ かしのき保育園拠点（社会福祉事業）

エ りすのき保育園拠点（社会福祉事業）

オ あすのき保育園拠点（社会福祉事業）

カ 学童事業拠点（社会福祉事業）

「北諏訪小学童クラブ」

「永山第二学童クラブ」
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「諏訪学童クラブ」 

キ どんぐり保育室拠点（社会福祉事業）

5．基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

（単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 79,816,714 0 0 79,816,714 

建物 560,944,377 3,335,000 28,228,865 536,050,512 

合計 640,761,091 3,335,000 28,228,865 615,867,226 

6．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

（１）「会計基準省令」第２２条第６項の規定に基づく基本金の取崩額 

該当する事項はない。 

（２）「会計基準省令」第２２条第４項の規定に基づく国庫補助金等の交付対象とされた

固定資産の除売却に伴う取崩額 

建物（基本財産） 該当する事項はない。 

建物 該当する事項はない。 

構築物 該当する事項はない。 

機械及び装置 該当する事項はない。 

車輌運搬具 該当する事項はない。 

器具及び備品 ノートパソコンの廃棄に伴う取崩額 4円 

7．担保に供している資産 

担保に供している資産は以下のとおりである。 

土地（基本財産） 79,816,714 円 

建物（基本財産） 392,894,911 円 

計 472,711,625 円 

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。 

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 54,474,000 円 

計 54,474,000 円 
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8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

（単位：円） 

取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物（基本財産） 1,140,322,346 604,271,834 536,050,512 

建物 7,559,434 4,062,436 3,496,998 

構築物 65,013,687 41,624,246 23,389,441 

機械及び装置 16,165,111 9,539,951 6,625,160 

車輛運搬具 785,993 599,839 186,154 

器具及び備品 108,237,507 82,701,288 25,536,219 

有形リース資産 3,492,720 2,494,800 997,920 

合計 1,341,576,798 745,294,394 596,282,404 

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

（単位：円） 

債権額 
徴収不能引当金 

の当期末残高 
債権の当期末残高 

事業未収金 53,792,085 0 53,792,085 

未収金 635,234 0 635,234 

立替金 74,710 0 74,710 

合計 54,502,029 0 54,502,029 

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当する事項はない。 

11．関連当事者との取引の内容 

 該当する事項はない。 

12．重要な偶発債務 

該当する事項はない。 

13．重要な後発事象 

該当する事項はない。 
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14．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け 

該当する事項はない。 

15．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の

状態を明らかにするために必要な事項 

（１）前払費用の内訳 

前払費用について支払資金の範囲に含まれるものと、一年基準により長期前払費用

から振り替えられたものの内訳は以下の通りである。 

当年度末 前年度末 

① 支払資金の範囲に含まれる前払費用 914,476 円 1,001,762 円 

② 長期前払費用からの振替額 1,500,393 円 1,248,983 円 

貸借対照表計上額 2,414,869 円 2,250,745 円 

（２）リース取引関係 

① ファイナンス・リース取引

（ア）有形リース資産の内容 

 印刷機（器具及び備品）である。 

（イ）リース資産の減価償却の方法 

１．重要な会計方針（１)固定資産の減価償却の方法に記載のとおりである。 

（３）その他解約不能期間における未経過サービス料 

クラウドサービス契約のうち解約不能のものに係る未経過サービス料

１年以内 887,040 円 

１年超 73,920 円 

計 960,960 円 

（４）積立金の積立 

当法人は、以下の目的に使用するため理事会の承認のもと積立金を設定している。な

お、積立金に対してはそれぞれ積立資産を留保し、個別にその他の固定資産に計上して

いる。 

① 保育所施設・設備整備積立金（ゆりのき保育園・かしのき保育園・りすのき保育園・

あすのき保育園）

「子ども・子育て支援法附則第６条の規定による私立保育所に対する委託費の経理

等について」（平成 27 年 9 月 3日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知雇児発 0903

第 6 号、最終改正平成 30 年４月 16 日子発 0416 第３号、以下「経理等通知」とい

う。）の１の(6)②に規定されている将来発生が見込まれる保育所の建物・設備及び機
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械器具等備品の整備・修繕、環境の改善等に要する費用、業務省力化機器をはじめ施

設運営・経営上効果のある物品の購入に要する費用、及び増改築に伴う土地取得に要

する費用に充てるために積み立てているものであり、同額の積立資産を留保するもの

である。 

この積立金は、「経理等通知」の１、「『子ども・子育て支援法附則第６条の規定によ

る私立保育所に対する委託費の経理等について』の取扱いについて」（平成 27 年 9 月

3 日厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知雇児保発 0903 第 1号、以下「雇児

保発 0903 第 1 号通知」という。）の５、及び「『子ども・子育て支援法附則第６条の

規定による私立保育所に対する委託費の経理等について』の運用等について」（平成

27 年 9 月 3 日厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知雇児保発 0903 第 2 号、

最終改正平成 29 年 4 月 6日雇児保発 0406 第 1 号、以下「雇児保発 0903 第 2号通知」

という。）の(問８)に基づき、理事会の承認により取り崩すものである。 

なお、当該年度において、りすのき保育園の屋上ゴムチップ工事費として 3,000,000

円の取崩を行っている。 

② 人件費積立金（ゆりのき保育園・かしのき保育園・りすのき保育園・あすのき保育

園）

「経理等通知」の１の(6)①に規定されている将来発生が見込まれる人件費の類に

属する経費に充てるために積み立てているものであり、同額の積立資産を留保するも

のである。 

この積立金は、「経理等通知」の１及び「雇児保発 0903 第 1 号通知」の５に基づき

理事会の承認により取り崩すものである。 

③ 修繕積立金（本部）

当法人の施設の大規模修繕に備えることを目的として積立ているものであり、同額

の積立資産を留保するものである。 

この積立金は、理事会の承認により取り崩すものである。 

④ 建設積立金（本部）

当法人の施設の建替等に対する将来の支出に備えることを目的として積立ている

ものであり、同額の積立資産を留保するものである。 

この積立金は、理事会の承認により取り崩すものである。 

⑤ 人件費積立金（学童事業）

当法人の施設の人件費に備えることを目的として積立ているものであり、同額の積

立資産を留保するものである。 
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この積立金は、理事会の承認により取り崩すものである。 

⑥ 施設整備費積立金（学童事業）

当法人の施設の建替等に対する将来の支出に備えることを目的として積立ている

ものであり、同額の積立資産を留保するものである。 

この積立金は、理事会の承認により取り崩すものである。 
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